
出雲市中小企業景況調査報告書 

（平成２５年４月～６月期） 

     
 

 
 

   
１．調 査 期 間    平成２５年７月１日（月）～平成２５年７月１６日（火）  

 

     
 

 
 

   
２．調査対象企業   出雲市内事業所１８０社 回答数  １７３社  

 
回答率 ９６．１ ％ 

     
 

 
 

   

業  種 

出雲商工会議所管内 平田商工会議所管内 出雲商工会管内 斐川町商工会管内 合  計 

対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 

建設業 13 13 4 3 4 4 4 4 25 24 

製造業 18 18 7 7 6 6 5 4 36 35 

卸売業 9 9 2 2 3 3 3 2 17 16 

小売業 23 22 9 9 8 8 9 8 49 47 

サービス業 27 27 8 8 9 9 9 7 53 51 

合  計 90 88 30 29 30 30 30 25 180 173 

       
  

  
３．調査実施機関   出雲商工会議所、平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会 

 



今 期（２０１３年４－６月）の 概 要 

本調査は、出雲商工会議所が平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会と共同で市内事業所から調査対象事業所１８０社を選定し実施しています。 

 

概  況（前期調査＝２０１３年１－３月期） 

○全業種の業況 DIをみると、前期比では、１０．２と唯一プラスを示したサービス業の好調が全体の不調を底上げし、△１２．０（前期調査△19.8）

とマイナス幅が縮小しました。前年同期比では、卸売業とサービス業が０．０を維持しましたが、全体では△１５．２（前期調査△14.1）とわずか

ではありますがマイナス幅が拡大しました。来期見通しでは、卸売業が６．３だったものの、サービス業で今期好調の反動を警戒してか△１６．３

に落ち込んだことなどが響き、今期比で△１３．９（前期調査△6.2）と、やや悪化する見通しとなっています。 

  島根県観光振興課が公表している「島根県月別主要観光施設等動向」６月分によると、「古代出雲歴史博物館」の来館者数は５４，９４９人となり、

前年同月の１４，８４４人と比べ、４０，１０５人増加し、最も高い３７０．２％の増加率を示しました。この他、「島根ワイナリー」は１１４，２

０１人を記録し、前年同月の５０，７７０人から６３，４３１人増加の２２４．９％となりました。松江地域でも、「八重垣神社」の３０，７０９人

（前年同月比２２４．９％）を始め、「ぐるっと松江堀川めぐり」「松江城」「由志園」でも観光客数がそれぞれ３２，４３６人で１６６．０％、３１，

８４２人で１６５．１％、１８，９３１人で１４３．７％増加しました。また、「出雲～羽田」「出雲～大阪」「出雲～福岡」「石見～東京」便の航空

機の利用者数も前年同月比で１０９．７％～１６５．６％と好調でした。「島根県月別主要宿泊地動向」５月分でも、「松江しんじ湖温泉」は前年同

月比２０２．８％の２６，３５４人、「玉造温泉」は１３６．４％の６２，６６６人と大きく伸びました。前月調査の公表結果では、大田から益田の

観光施設および宿泊地の客数が軒並み前年同月割れしており、出雲大社大遷宮は特に県東部に大きな恩恵をもたらしたことがうかがえましたが、徐々

にその効果が県中央部でも数字として表れています。 
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全業種 業況ＤＩ 前年同期比

 

○出雲市内給水量状況について、２５年度４～５月の契約件数は３８，５８３件となり、前年同期比で４５８件増加しました。しかし、使用水量は１， 

６９８，２５８㎥で前年の１，７１４，７３９㎥から１６，４８１㎥減少しています。 

 

○電力使用量状況について、「特定規模需要以外の需要」の電灯・電力計は１７０，６７３千ｋＷｈとなり、前年同月比で１，１２９千ｋＷｈ減少しま

した。「特定需要規模」の業務用は１０７千ｋＷｈ減少の７９，０５４千ｋＷｈとなりましたが、産業用の使用量が２１６，４０６と５，７２０千ｋ

Ｗｈの大幅増となったことから、今期の販売電力量合計は４，４８５千ｋＷｈ増加の４６６，１３４千ｋＷｈとなりました。 

 

○出雲市人口動態について、自然要因では２１カ月連続で死亡者数が出生者数を上回っています。しかし、社会要因では転入が転出を上回り、３カ月

連続で増加しました。２５年６月末時点の当市の人口は男性８４，３２６人、女性９０，４４１人の合計１７４，７６７人で、６０，６９１世帯と

なっています。 

 

○雇用情勢（出雲公共職業安定所管内）について、４月～６月の求人倍率は０．９４倍、０．９２倍、０．９５倍となり、前年同月比をすべて上回り

ました。新規求人数も前年同月比で３．９％～１０．８％の増加率を示すなど雇用情勢に持ち直しの動きが見られました。 

 

○島根県統計調査課のまとめた毎月勤労統計調査２５年５月分速報（事業所規模５人以上）によると、現金給与総額は前年同月比０．５ポイントダウ

ンの２３７，８０８円、５カ月ぶりの減少となりました。現金給与総額のうち、きまって支給する給与は前年同期比１．０ポイントアップの２３１，

３６３円となり、５カ月連続の増加。所定内給与も１．０ポイントアップの２１６，９５１円となり、５カ月連続の増加となりました。総実労働時

間は１５０．７時間で前年同月比２．３ポイントアップ、２カ月連続の増加となりました。所定内労働時間も、１４１．６時間で２カ月連続の増加



となりました。所定外労働時間も５カ月ぶりとなる２．２ポイントアップの９．１時間でした。一方、常用労働者数は前年同月比１．０ポイントダ

ウンの２３０，８２４人となり、１６カ月連続で減少し続けています。 

 

○企業倒産状況について、４～６月の出雲市の倒産は１件もありませんでした。県全体では５件の倒産、５３５百万円の負債総額でした。６月は県全

体においても平成１８年１月以来７年５カ月ぶりに月間ゼロを記録しました。 

 

○出雲市内信用保証状況について、４月～６月の月別保証承諾金額は各月前年比１３８．３９％、１４６．４２％、１７２．８８％となり、７カ月連

続の増加となりました。一方、保証債務残高はそれぞれ前年比９３．２６％、９３．５０％、９３．０８％となり、２４カ月連続の前年割れとなっ

ています。年度代弁累計はそれぞれ前年比３８．３２％。３２．７１％、４４．６０％と、３カ月連続で前年を大幅に下回りました。出雲市の倒産

がなかったことから、代位弁済も減少したものと思われます。 

 

○出雲市内建築確認申請状況について、４月～６月の申請件数の合計は２６４件で前年同期比１５件増加しました。各月を見ても、前年をすべて上回

っており、好調をキープしていることがうかがえます。 

 

○県営公共事業の状況について、４月～６月の合計は、４部門すべてが前年同月を上回り、９１８，８６２千円アップ（２．０２倍）の１，８２１，

６６７千円でした。１，８０４，７５４千円であった２２年度の水準にまで回復しています。アベノミクスの効果については、次期の動向を把握し

た上で判断する必要があります。 

 

 

業種別景況調査の主要 DI  （前期調査＝２０１３年１－３月期） 

 

１、建 設 業 

・今期業況 DIが、前期比では△３４．８（前期調査△8.3）と３期ぶりの悪化。前年同期比では△１３．０（前期調査△8.3）と２期連続の悪化となっ

ています。「受注件数は増加傾向だが、単価が低すぎて適正な利益が確保できない（賃金を上げることができない）。」との意見もありました。 

・売上 DIは、前期比で△３３．３（前期調査△4.2）とマイナス幅が大きく拡大、前年同期比でも△８．３（前期調査 0.0）と減少しました。 

・来期業況見通し DIは、今期比で△１３．０（前期調査△33.3）と、若干上向くことが見込まれており、来期売上見通し DIも０．０（前期調査△50.0）

と、回復することが期待されています。 

 

２、製 造 業 

・今期業況 DI は、前期比が△１７．６（前期調査△23.5）とマイナス幅が３期ぶりに縮小し、前年同期比でも△２６．５（前期調査△29.4）とわず

かながらマイナス幅が和らぎました。「国の金融政策が零細企業、特にものづくりに反映されていない。末端の下請け業者は資金繰りに苦労している」



との声もありました。 

・売上 DIは、前期比が０．０（前期調査△25.7）とゼロ回復、前年同期比も△１４．７（前期調査△31.4）とマイナス幅が半減しました。 

・来期業況見通し DIは、今期比で△２．９（前期調査△2.9）と同水準で推移する模様。来期売上見通し DIでは、５．９（前期調査 2.9）と２期連続

で改善が見込まれています。 

 

３、卸 売 業 

・今期業況 DI は、前期比では△１２．５（前期調査△26.7）とマイナス幅が半減し、前年同期比でも０．０（前期調査△26.7）と３期ぶりに回復し

ました。「取引先の設備の老朽化が進んでいるが、更新の話しまではなかなかいかない」と苦慮する声も上がっています。 

・売上 DI は、前期比で△１２．５（前期調査△31.3）とマイナス幅が大幅に縮小しました。前年同期比では△１８．８（前期調査△18.8）と今期も

同水準を維持しています。 

・来期業況見通し DI は、今期比で６．３（前期調査△6.7）と３期連続で上向き、加えてプラス回復を期待しています。同様に、来期売上見通し DI

も、６．７（前期調査△6.3）とプラス回復見込みとなっています。 

 

４、小 売 業 

・今期業況 DI は、前期比で△２０．５（前期調査△22.7）とわずかにマイナス幅が縮小しましたが、前年同期比では△３０．２（前期調査△22.2）

と、再びマイナス幅が拡大しました。「出雲大社遷宮や松江道開通に伴う一時的な観光客増が明暗を分けている。長期的な政策が重要」と分析されて

いました。 

・売上 DIは、前期比で△２３．９（前期調査△6.4）とマイナス幅が大きく拡大、２期連続の悪化となりました。一方で、前年同期比は△１７．４（前

期調査△21.7）とわずかに改善しています。 

・来期業況見通し DIは、今期比で△２７．３（前期調査△4.5）と厳しい情勢となる見込み。売上見通し DIにおいても、△３０．４（前期調査△6.7）

と大きく落ち込む予測となっています。遷宮による経済効果の反動への懸念もあるものと思われます。 

 

５、サービス業 

・今期業況 DIは、前期比で１０．２（前期調査△17.8）と一気にプラス回復。前年同期比では０．０（前期調査 6.7）とゼロへ微減したものの、プラ

スをキープしています。 

・売上 DI は、前期比で１７．６（前期調査△37.5）と、業況 DI と同様にプラス回復へ転換。「出雲大社遷宮と高速道路開通が好影響をもたらし、売

上が２０～３５％アップした」企業もありました。また、「大遷宮のお陰で活気はあるものの、地元の本来の客への対応ができにくい面もあり戸惑う」



という声もありました。前年同期比では△２．０（前期調査△2.0）と同水準で推移しています。 

・来期業況見通し DIでは、今期比で△１６．３（前期調査 4.4）と再びマイナスへ落ち込む見込み。来期売上見通し DIも今期比で△２３．５（前期

調査△2.0）と厳しくなる予想。「規制緩和の結果、資金力のある企業の進出で個人商店は厳しい状況となる」「安売り店の進出、消費者の可処分所得

の減少、人口の減少など業界内にはマイナス要因が目立つ。アベノミクス効果と数字を見せられても実感はない」との意見も出ています。 

 

 

設備投資動向 

 

１、今期設備投資  

全業種   設備投資を実施した事業所の割合は３７．１％（前回調査 22.3％）と１４．８ポイントアップ、４期ぶりの増加となりました。内訳

としては、「車両運搬具」への投資が２９．２％となり、２期連続で最も高い割合を占めました。 

 

建設業   実施割合が５６．７％で、「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 

 

製造業   実施割合が３３．３％で、「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

 

卸売業   実施割合が３１．３％で、「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 

 

小売業   実施割合が２７．５％で、「機械・備品」「ＯＡ機器」が同率で並んでいます。 

 

サービス業 実施割合が３９．７％で、「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 

 

 

２、来期設備投資  

 

全業種   設備投資を計画している事業所の割合は３９．４％（前期調査 29.3％）で１０．１ポイントアップ。内訳としては、「機械・備品」

への投資が２６．３％と最も高い割合を占めました。 



 

建設業   設備投資を計画している割合が３４．６％で、「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 

 

製造業   設備投資を計画している割合は５０．０％で、「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

    

卸売業   設備投資を計画している割合が１７．６％で、「建物」「機械・備品」「車両運搬具」が同率で並んでいます。 

   

小売業   設備投資を計画している割合が３８．５％で、「ＯＡ機器」の割合が最も高くなっています。 

   

サービス業 設備投資を計画している割合が４１．１％で、「付帯施設」の割合が最も高くなっています。 

 

 

経営上の問題点 

 

全業種   第１位は「需要の停滞、受注減少」で４５．８％。第２位は「単価の低下・上昇難」、第３位は「店舗・機械・備品等設備の老朽化」

でした。 

 

建設業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、６６．７％となっています。第３位には、「材料（原材料）等仕入価格の上昇」「仕入・人件

費以外の経費の増加」が同率で入りました。 

 

製造業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、４１．２％となっています。 

 

卸売業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、４３．８％となっています。第２位は「単価の低下・上昇難」でした。 

 

小売業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、５４．５％となっています。第２位に「代金回収の悪化」も入りました。 

 

サービス業 第１位が「需要の停滞、受注減少」で、３１．３％となっています。第２位は「従業員の確保難」があげられました。 



 

 

注：DI（業況判断指数）とは、ディフュージョン・インデックス(Diffusion Index)の略で、「増加」・「好転」したなどとする企業割合から、「減少」・「悪化」などとする企

業割合を差し引いた値です。 

 

詳細は業種別景況を参照してください。 


